
告 示

�愛媛県告示第５３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（障害福祉課）……１７

○ 指定居宅サービス事業者の指定………………………………………………………………………………………………………………………（長寿介護課）……１８

○ 指定居宅介護支援事業者の指定………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１８

○ 指定介護予防サービス事業者の指定…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１８

○ 指定居宅サービス事業の廃止…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１８

○ 指定居宅介護支援事業の廃止…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１９

○ 指定介護予防サービス事業の廃止……………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１９

○ 保安林の指定……………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）……１９

○ 保安林の指定施業要件の変更…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……１９

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）……２０

○ 公有水面埋立免許の出願………………………………………………………………………………………………………………………………（港湾海岸課）……２０

○ 道路の区域変更（県道川之江大豊線）………………………………………………………………………………………（東予地方局四国中央土木事務所）……２１

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２１

○ 介護員養成研修事業者の指定……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）……２１

○ 道路の供用開始（県道久米垣生線）…………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）……２１

○ 土地改良事業の計画の変更の関係書類の縦覧…………………………………………………………………………………………（南予地方局農村整備課）……２１

○ 道路の区域変更（県道宇和島城辺線）………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）……２２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２２

○ 兼用工作物の管理の方法について…………………………………………………………………………………………………（南予地方局愛南土木事務所）……２２

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第８条による特定施設の構造等の変更の許可申請の概要……………………………（南予地方局八幡浜支局環境保全課）……２２

○ 道路の区域変更（県道佐田岬三崎線）…………………………………………………………………………………………（南予地方局八幡浜土木事務所）……２３

○ 道路の区域変更（県道小田河辺大洲線）…………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）……２３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……２３

○ 指定医師の辞退の届出……………………………………………………………………………………………………………………（身体障害者更生相談所）……２４

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）……２４

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表…………………………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）……２４

公安委員会規則

○ 愛媛県交通安全活動推進センターの指定等に関する規則………………………………………………………………………………（警察本部交通企画課）……２６

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

おか薬局 新居浜市船木甲４４７５番地１ 株式会社 おかファーマシー 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２６年
１月１日

オレンジ薬局 西予市三瓶町朝立２番耕地１－４５ 有限会社 しみず調剤薬局 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２６年
１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２５３７号 平成２６年１月１７日

平成２６年１月１７日金曜日 第２５３７号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第５４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社だんだん デイサービスあしからげんき 愛媛県西予市野村町野村２号１０９番地
１ 平成２５年１２月６日 通所介護

株式会社ハーブ デイサービスおりーぶ 愛媛県宇和島市中沢町一丁目２番１１号 平成２５年１２月９日 通所介護

株式会社レインボーフラワー デイサービスセンター虹 愛媛県西条市石田５６４番地５ 平成２５年１２月１２日 通所介護

砥部病院ケアサービス株式会社 介護付有料老人ホームＴｏ－ｂｅ 愛媛県伊予郡砥部町麻生５１番地１ 平成２５年１２月１５日 特定施設入居者生
活介護

砥部病院ケアサービス株式会社 デイサービスＴｏ－ｂｅ 愛媛県伊予郡砥部町麻生５１番地１ 平成２５年１２月１６日 通所介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

居宅介護支援事業所藤原合同会社 居宅介護支援事業所藤原合同会社 愛媛県八幡浜市１５３６番地１３ 平成２５年１２月１日 居宅介護支援

株式会社こでまり 株式会社こでまり 愛媛県新居浜市宇高町三丁目５番２５号 平成２５年１２月１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社だんだん デイサービスあしからげんき 愛媛県西予市野村町野村２号１０９番地
１ 平成２５年１２月６日 介護予防通所介護

株式会社ハーブ デイサービスおりーぶ 愛媛県宇和島市中沢町一丁目２番１１号 平成２５年１２月９日 介護予防通所介護

株式会社レインボーフラワー デイサービスセンター虹 愛媛県西条市石田５６４番地５ 平成２５年１２月１２日 介護予防通所介護

砥部病院ケアサービス株式会社 介護付有料老人ホームＴｏ－ｂｅ 愛媛県伊予郡砥部町麻生５１番地１ 平成２５年１２月１５日 介護予防特定施設
入居者生活介護

砥部病院ケアサービス株式会社 デイサービスＴｏ－ｂｅ 愛媛県伊予郡砥部町麻生５１番地１ 平成２５年１２月１６日 介護予防通所介護

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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�愛媛県告示第６０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

東温市滑川字上仲屋甲１２１４の２、甲１２１５、甲１２１７、甲１２１８、甲

１２２１、甲１２２６、甲１２２７の１、字タニヲク戊２５８、字谷ヲク戊２６４、

河之内字船谷乙２６４の１０

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

字上仲屋甲１２１８・甲１２２１・甲１２２６・字タニヲク戊２５８・字

船谷乙２６４の１０（以上５筆について次の図に示す部分に限

る。）、字上仲屋甲１２１４の２、甲１２１５、甲１２１７、甲１２２７の１、

字谷ヲク戊２６４

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び東温市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定施業要件を変更する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び保安林として

指定された目的

昭和５０年３月１３日農林省告示第２７１号

２ 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は次のとおりとする。

�愛媛県告示第５８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社丸三 丸三訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市中央町二丁目３番２２号 平成２５年１１月１日 訪問看護

特定非営利活動法人すろーらいふ すろーらいふ 愛媛県宇和島市祝森甲１１５６番地 平成２５年１２月３１日 訪問介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

廃止年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

株式会社大福 指定居宅介護支援事業所ももか 愛媛県宇和島市御幸町一丁目２番８号
緒賀ビル３０２号 平成２５年１２月１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社丸三 丸三訪問看護ステーション 愛媛県宇和島市中央町二丁目３番２２号 平成２５年１１月１日 介護予防訪問看護

特定非営利活動法人すろーらいふ すろーらいふ 愛媛県宇和島市祝森甲１１５６番地 平成２５年１２月３１日 介護予防訪問介護

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び四国

中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第６２号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２６年１月１７日から３０日まで

�������
�愛媛県告示第６３号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、中予

地方局建設部及び松山市役所において告示の日から起算して３週間

公衆の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

松山港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番７号

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

松山市由良町乙２８２番１３から乙２８２番５までの地先公有水面

イ 区域

次の１点から７点までを順次直線で結んだ線並びに７点か

ら１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋３．３８ｍ）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域及び８点か

ら２３点までを順次直線で結んだ線並びに２３点から８点を結ぶ

春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋３．３８ｍ）の陸と公有

水面との接する線により囲まれた区域

基点（国土地理院「由良」四等三角点、松山市大字興居島

由良字北浦９０番地の１）は、北緯３３度５４分２２．９１６７秒、東経

１３２度４０分４３．４３５７秒の地点

１工区

１点は、基点から真北２０２度５７分１２秒１，１３４．１４メートルの

地点

２点は、１点から真北４９度３９分０５秒０．６９メートルの地点

３点は、２点から真北１４０度２３分０６秒５．９７メートルの地点

４点は、３点から真北１４３度３６分００秒３．８８メートルの地点

５点は、４点から真北１４７度４８分２０秒４．２４メートルの地点

６点は、５点から真北３１４度２６分４２秒２．７０メートルの地点

７点は、６点から真北３０６度４７分４８秒４．５４メートルの地点

２工区

８点は、基点から真北２０３度１４分４３秒１，１９７．３２メートルの

地点

９点は、８点から真北２８８度５３分０４秒１．８１メートルの地点

１０点は、９点から真北２９５度４８分５０秒６．３５メートルの地点

１１点は、１０点から真北２９９度３１分０６秒８．００メートルの地点

１２点は、１１点から真北２９７度５３分３４秒１６．７３メートルの地点

１３点は、１２点から真北２９７度４４分１０秒１５．４０メートルの地点

１４点は、１３点から真北７２度３３分４０秒１．５３メートルの地点

１５点は、１４点から真北１１９度２６分２１秒１０．７７メートルの地点

１６点は、１５点から真北３５度４０分４８秒２．０６メートルの地点

１７点は、１６点から真北１２２度２７分４９秒３．４２メートルの地点

１８点は、１７点から真北９３度０５分４６秒１１．４２メートルの地点

１９点は、１８点から真北１１０度３２分１３秒５．９８メートルの地点

２０点は、１９点から真北１８３度３５分０７秒１．６２メートルの地点

２１点は、２０点から真北１１９度４０分２４秒４．８６メートルの地点

２２点は、２１点から真北５５度３３分２０秒１．７５メートルの地点

２３点は、２２点から真北１４１度１１分２８秒４．６２メートルの地点

ウ 面積

１工区 １６．６１平方メートル

２工区 ２０９．６９平方メートル

合計 ２２６．３０平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

松山市由良町乙２８２番１３から乙２８２番３までの地先公有水面

及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＲ点を順次直線で結んだ線並びにＲ点とＡ点

を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（国土地理院「由良」四等三角点、松山市大字興居島

由良字北浦９０番地の１）は、北緯３３度５４分２２．９１６７秒、東経

１３２度４０分４３．４３５７秒の地点

Ａ点は、基点から真北２０５度３４分２５秒１，１１５．３６メートルの

地点

Ｂ点は、Ａ点から真北５３度４８分００秒１０９．８８メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北１４３度３６分０１秒１２５．１９メートルの地

点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２３３度４３分２６秒１１０．１６メートルの地

点

Ｅ点は、Ｄ点から真北１５７度３３分４３秒８４．５５メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２５４度５８分２５秒１０３．６８メートルの地

点

Ｇ点は、Ｆ点から真北２９７度５３分３４秒９８．３６メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北１度５７分２４秒１１１．９７メートルの地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北８２度０３分２６秒１３．８４メートルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北９８度４４分５１秒１０．６６メートルの地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北１１９度１９分０１秒３４．８５メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北１０３度１７分１３秒２１．０９メートルの地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北１１７度４５分３３秒２８．８６メートルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北７７度１７分４３秒１２．１２メートルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１８度１５分５６秒１３．８１メートルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北３３６度２７分２７秒１７．８５メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北３２２度５４分２３秒１６．１３メートルの地点

Ｒ点は、Ｑ点から真北３２３度２４分２１秒２９．８８メートルの地点

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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ウ 面積

３４，２００．０１平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約２２６．３０平方メートル

４ 出願年月日

平成２６年１月６日

�������
�愛媛県告示第６６号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２６年１月１７日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�������
�愛媛県告示第６８号
南予用水土地改良区連合から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第８４条及び第４８条第９項において準用する同

法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 縦覧に供すべき書類の名称

南予用水土地改良区連合 土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成２６年１月２０日から２月１７日まで

３ 縦覧場所

南予用水土地改良区連合事務所

�愛媛県告示第６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 川之江大豊線
四国中央市上分町字登毛田９６番５から

同町字琵琶堂４７７番７まで

旧 ５．７～６．２ ０．２２４

新 ５．７～２０．９ ０．２２４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 川之江大豊線
四国中央市上分町字登毛田９６番５から

同町字琵琶堂４７７番７まで
平成２６年１月１７日

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

公益財団法人介護労働
安定センター愛媛支部

松山市一番町一丁目１４
番地の１０井手ビル４Ｆ

介護職員初
任者研修に
関する課程

平成２５年
１２月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市北井門四丁目３４６番２から

同市北井門四丁目３５３番４まで
平成２６年１月１７日

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

２１
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�愛媛県告示第７２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法８条第３項において準用する法第５条第３項に規定する

書面は、愛媛県八幡浜保健所及び八幡浜市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県八幡浜保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

愛媛県八幡浜市郷２－４７－３

西松・東急・四国通建共同企業体 千丈トンネル出張所

所長 中川賢

２ 事業場の名称及び所在地

愛媛県八幡浜市郷２丁目地内

国道１９７号 千丈トンネル建設工事

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号。）別表第１

第５５号 生コンクリート製造業の用に供するバッチャープラ

�愛媛県告示第６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び南予地方局愛南土木事務所に備え置いて縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川僧都川水系
僧都川 左岸堤防 南宇和郡愛南町城辺甲２４３２番２地先から南宇和郡愛南町城辺甲２４２７番１地先の

公有地地先まで
道路管理者 愛南町
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番
地

２ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色した部分をいう。以下同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、図面に着色した部分についての維持

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２６年１月１７日から道路の存続する日まで

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町増穂乙１２８８番３から

同町増穂乙１２９２番２まで

旧 ５．７～３６．０ ０．３３６

新 ６．１～４２．１ ０．３３６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町増穂乙１２８８番３から

同町増穂乙１２９２番２まで
平成２６年１月１７日

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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ント

第７１号 自動式車両洗浄施設

４ 変更しようとする事項の内容

排出水の量の変更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

濁水処理施設

６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�愛媛県告示第７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

処 理 前 処 理 後 処 理 前 処 理 後

通常
１９４
最大
３６１

通常
１９４
最大
３６１

通常
３９０
最大
６００

通常
３９０
最大
６００

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ５．０
変更なし

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ３．０
変更なし

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０
変更なし

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 ７．０
変更なし

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０７５

最大 １．０
変更なし

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １９４

最大 ３６１

通常 ３９０

最大 ６００

汚水等の汚

染状態の値
項 目

�１放流口

変 更 前 変 更 後

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５
変更なし

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町三崎４７６５番１地先から

同町三崎４５４５番まで

旧 ７．０～１８．８ ０．５９０

新 １０．６～４２．０ ０．５３１

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市森山甲６９８番９から

同市森山甲６９６番１地先まで

旧 ５．０～５．５ ０．０１７

新 ５．５～７．８ ０．０１７

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

２３
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公 告

監 査 公 表

�公表第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２６年１月１７日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

�愛媛県告示第７６号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年１月１７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市森山甲６９８番９から

同市森山甲６９６番１地先まで
平成２６年１月１７日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

聴覚、平衡、音声、言語、そし
ゃく機能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 大 下 美由紀 東温市志津川 平成
２５年１２月２日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年１月６日
ＮＰＯ法人
チャイルド・オレンジ・ネット
ワーク

宮 内 統 代 松山市畑寺１丁目６番２１号３Ｆ
この法人は、子ども虐待を予防し、子どもたち
が一人の人間として、健やかに成長していく環
境を整えることを目的とする。

平成２５年８月に、本人宅を訪問し、納付を指導した結果、一回の返納

額が１，０００円～５，０００円で継続納付が可能との申出があった。毎月、入金

可能な額を確認のうえ納付書を発行したところ、平成２５年８月からは継

続して納付があり、平成２５年１１月１８日現在、収入未済額は３３０，０００円と

減少している。

引き続き、納付状況を確認し督促するほか、早期の返納を働き掛けた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

企 業 立 地 課 平成２４年８月２４日

（監査の結果）

収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

債務者のＡ社は、豚肉の差額関税脱税事件を起こし、国税当局の差押

えを受け、休眠状態となったため未収となっているものであるが、平成

２４年度中には返納がなされなかった。

今後も社長への定期的な訪問や税関との協議を続けるなど、鋭意、返

還金の回収に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 害 福 祉 課 平成２４年８月１０日

（監査の結果）

収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管理

されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度及び２０年度 １者 ３４０，０００ 平成２４年５月
３１日現在

（措置の内容）

本人は収入が安定しておらず財産等もないことから、一括返還は困難

であるため、月２０，０００円を分納することで本人も了解し納付されていた

が、平成２３年１１月３０日以降納付がなく、平成２４年５月末現在の収入未済

額は３４０，０００円であった。

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成２４年８月９日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，３５３，４１０ ３３，５２２，２１３ ３４，８７５，６２３

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ４，１５８，７０８ ２９，３６３，５０５ ３３，５２２，２１３

差引増減 △２，８０５，２９８ ４，１５８，７０８ １，３５３，４１０

（措置の内容）

平成２３年度末時点における住宅貸付損害金（１０７名３４，８７５，６２３円）に

係る退去滞納者に対しては、催告通知等回収に努めたところであるが、

結果的に入金等を得ることができなかった。

また、新たに提訴した明渡訴訟により退去した滞納者についても、住

宅貸付損害金（８名１，３１４，６４５円）が発生したため、催告通知等回収に

努めたが、結果的に入金等を得ることができなかった。引き続き地方局

と連携しながら収入確保に努めるとともに、より一層の収入未済額の縮

減に努めてまいりたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １，３１４，６４５ ３４，８７５，６２３ ３６，１９０，２６８

２３年度 １，３５３，４１０ ３３，５２２，２１３ ３４，８７５，６２３

差引増減 △３８，７６５ １，３５３，４１０ １，３１４，６４５

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

人 権 教 育 課 平成２４年８月３１日

（監査の結果）

地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限内

の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５１，１９４，３９５ ３７８，７７９，７６７ ４２９，９７４，１６２

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ５５，２２９，２２６ ３３１，２２８，２０９ ３８６，４５７，４３５

差引増減 △４，０３４，８３１ ４７，５５１，５５８ ４３，５１６，７２７

（措置の内容）

平成２４年度における地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金

については、１３０，２１８，８７３円の調定額に対し、収納額８１，５５６，３９１円（収

納率６２．６％）であり、収納率は前年比で３．２％の増となった。

滞納繰越分については、償還金の未納者に対して、督促状の発行や各

種通知文に未納額を掲載して納入を促すとともに、県担当者が奨学生で

あった者や、その保護者と面談をしたり、返還説明会を開いたりするな

どして返還指導を実施した結果、平成２４年度中に１２，５３６，４０５円を収納し、

平成２５年３月末現在では４１７，１３２，３６０円となったが、新たに平成２４年度

の未収金４８，６６２，４８２円が発生したことから、平成２４年度末の収入未済額

は４６５，７９４，８４２円となっている。

平成２３年度からは、すべての未納対象者に対し「未納状況通知書」を

送付することで、さらに返還を促すとともに、平成２５年度から新たに奨

学生指導員を１名配置し、市町担当者と連携を図りながら、年間を通し

て係全員体制で面接指導を行うなど、より効果的な運用を図っている。

今後は、さらにきめ細やかな返還指導を徹底し、債務者の返還意識を

高揚させることで、納期内収入の確保と収入未済額の縮減に一層努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部
平成２４年７月１８日
平成２４年７月１９日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １１１，６６９，９９３ ３２９，１６０，８１０ ４４０，８３０，８０３
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 １４２，７７８，４０８ ３５５，９９２，２９０ ４９８，７７０，６９８

差引増減 △３１，１０８，４１５ △２６，８３１，４８０ △５７，９３９，８９５

（措置の内容）

平成２４年度現年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペー

ン（啓発活動、コンビニ収納の実施等）や口座振替の推進、広報等によ

る啓発などにより納期内自主納税の促進に努めたほか、「個人住民税徴

収確保プロジェクト」において、特別徴収の実施に向けた事業所訪問等

の働き掛けを継続して行った結果、出納閉鎖時の未収金は１００，４３４，９５４

円となり、前年度に比べて１１，２３５，０３９円減少した。

滞納繰越分については、滞納整理方針及び数値目標に基づき、計画的

な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化月間の設定、差押の早期着

手と換価処分の促進、局独自文書催告などを実施したほか、本局管内に

おいて、新たに平成２４年度から、県・市町職員の相互併任による滞納案

件に係る徴収確保等に取り組んだことなどにより、平成２４年度に繰越し

た未収入金４４０，８３０，８０３円が、平成２５年３月３１日現在で２５０，２６５，０７２円に

減少した。

これらの取組の結果、現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、

平成２３年度末の４４０，８３０，８０３円から、平成２４年度末には３５０，７００，０２６円と

なり、９０，１３０，７７７円、２０．４５％の減少となっている。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保とともに、滞納繰越分の整理に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １００，４３４，９５４ ２５０，２６５，０７２ ３５０，７００，０２６
平成２５年
５月３１日
現在

２３年度 １１１，６６９，９９３ ３２９，１６０，８１０ ４４０，８３０，８０３

差引増減 △１１，２３５，０３９ △７８，８９５，７３８ △９０，１３０，７７７

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２４年７月１９日

（監査の結果）

住宅貸付料について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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公安委員会規則

�愛媛県公安委員会規則第１号
愛媛県交通安全活動推進センターの指定等に関する規則を次のように定める。

平成２６年１月１７日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県交通安全活動推進センターの指定等に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第１０８条の３１及び交通安全活動推進センターに関する規

則（平成１０年国家公安委員会規則第３号。以下「規則」という。）に基づく愛媛県交通安全活動推進センターの指定等に関し、必要な事項

を定めるものとする。

（指定の申請）

第２条 規則第１条第１項の規定による指定の申請は、指定申請書（様式第１号）により行うものとする。

（指定）

第３条 法第１０８条の３１第１項の規定による指定は、指定書（様式第２号）を交付して行うものとする。

（名称等の変更届出）

第４条 規則第３条第１項及び第３項の規定による届出は、公示事項等変更届出書（様式第３号）により行うものとする。

（報告・資料の提出要求）

第５条 規則第７条第３項の規定による報告又は資料の提出の要求は、報告・資料提出要求書（様式第４号）を交付して行うものとする。

（改善措置の命令）

第６条 法第１０８条の３１第３項の規定による命令は、改善措置命令書（様式第５号）を交付して行うものとする。

（指定の取消し）

第７条 法第１０８条の３１第４項の規定による指定の取消しは、指定取消通知書（様式第６号）を交付して行うものとする。

（解任の勧告）

第８条 規則第８条の規定による勧告は、解任勧告書（様式第７号）を交付して行うものとする。

（補則）

第９条 この規則に定めるもののほか、愛媛県交通安全活動推進センターの指定等に関し必要な事項は、警察本部長が定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ０ １，８７５，３００ １，８７５，３００

平成２４年５月
３１日現在２２年度 ５３，９００ １，８５８，４００ １，９１２，３００

差引増減 △５３，９００ １６，９００ △３７，０００

（措置の内容）

平成２３年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（６名１，８７５，３００円）

については、退去者未納分の家賃収納業務を外部委託していたが、平成

２４年１２月に１，７０２，５００円が返却され、このうち９４４，３００円を消滅時効によ

り不納欠損処分した結果、平成２４年度末時点の滞納分は、４名９３１，０００

円となった。

また、平成２４年度現年度分については、鋭意督促に努めた結果、５月

末の出納閉鎖時点での収入未済額は、１０４，６００円となっており、過年度

分と現年度分を合わせた収入未済額は、１，０３５，６００円となった。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２４年度 １０４，６００ ９３１，０００ １，０３５，６００

２３年度 ０ １，８７５，３００ １，８７５，３００

差引増減 １０４，６００ △９４４，３００ △８３９，７００

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 高 等 技 術 専 門 校 平成２４年４月９日

（監査の結果）

１ 授業料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２３年度 ２者 ３９，６００ 平成２４年５月３１日現在

２ 入校料について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ５，６５０ 平成２４年５月３１日現在

（措置の内容）

収入未済金については、未納者２名及び連帯保証人に対して、電話や

家庭訪問等により継続して催告を行った結果、平成２４年度末までに完納

した。

なお、今後とも納期限内の収入確保について努力してまいりたい。

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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様式第１号（第２条関係）

年 月 日

指 定 申 請 書

愛媛県公安委員会 殿

申請者 名 称

代表者氏名 印

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０８条の３１第１項の規定による愛媛県

交通安全活動推進センターの指定を受けたいので、必要書類を添えて申請します。

記

１ 名称及び住所並びに代表者の氏名

� 名称

� 住所

� 代表者の氏名

２ 事務所の名称及び所在地

� 事務所の名称

� 事務所の所在地

注 次に掲げる書類を添付すること。

� 定款

� 登記事項証明書

� 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面

� 道路交通法第１０８条の３１第２項各号に掲げる事業の実施に関する基本的な

計画を記載した書面

� 資産の総額及び種類を記載した書面並びにこれを証する書面

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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様式第２号（第３条関係）

公委第 号

年 月 日

指 定 書

殿

愛媛県公安委員会 �

年 月 日付けで申請のあったことについては、道路交通法（昭

和３５年法律第１０５号）第１０８条の３１第１項の規定により、貴法人を愛媛県交通安

全活動推進センターとして指定する。

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号
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様式第３号（第４条関係）

年 月 日

公 示 事 項 等 変 更 届 出 書

愛媛県公安委員会 殿

申請者 名 称

代表者氏名 印

交通安全活動推進センターに関する規則（平成１０年国家公安委員会規則第３号）

第１項

第３条 の規定により、公示事項等の変更を届け出ます。

第３項

記

１ 変更前の事項

２ 変更後の事項

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

２９



様式第４号（第５条関係）

公委第 号

年 月 日

報 告 ・ 資 料 提 出 要 求 書

殿

愛媛県公安委員会 �

交通安全活動推進センターに関する規則（平成１０年国家公安委員会規則第３号）

報 告

第７条第３項の規定により、下記の事項について することを要求し

資料提出

ます。

記

１ 報告又は資料提出を要求する理由

２ 報告を求める内容又は提出を求める資料

３ 報告又は資料提出の期限

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

３０



様式第５号（第６条関係）

公委第 号

年 月 日

改 善 措 置 命 令 書

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０８条の３１第３項の規定により、下記

の措置をとることを命ずる。

記

１ 財産の状況

２ 事業の運営

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

３１



様式第６号（第７条関係）

公委第 号

年 月 日

指 定 取 消 通 知 書

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第１０８条の３１第４項の規定により、愛媛

県交通安全活動推進センターの指定を取り消す。

理 由

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

３２



様式第７号（第８条関係）

公委第 号

年 月 日

解 任 勧 告 書

殿

愛媛県公安委員会 �

交通安全活動推進センターに関する規則（平成１０年国家公安委員会規則第３号）

交通事故相談員

第８条の規定により、貴法人の下記 調査員 の解任を勧告する。

運転適正指導者

記

１ 住 所

２ 氏 名

３ 理 由

注 不要の文字は、抹消すること。

平成２６年１月１７日 発行

愛 媛 県 報平成２６年１月１７日 第２５３７号

３３


